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決算ハイライト
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対前期比

運用日数 184日 181日 -3日 184日

営業収益 8,453百万円 7,816百万円 -637百万円 7,354百万円

営業利益 4,599百万円 2,694百万円 -1,905百万円 3,503百万円

経常利益 2,278百万円 484百万円 -1,794百万円 1,073百万円

当期純利益 2,272百万円 482百万円 -1,790百万円 1,073百万円

一口あたり分配金 8,830円 1,876円 -6,954円 4,170円

期末投資口数 257,400 257,400 - 257,400

第9期予想第7期実績 第8期実績

第8期決算ハイライト（平成21年9月1日～平成22年2月28日）第8期決算ハイライト（平成21年9月1日～平成22年2月28日）

（注1）新スポンサー会社選定作業の完了時期及び具体的スキームの決定等により、追加的費用が発生する可能性があります。

第9期の予想の前提条件については、P.21をご参照ください。

（注2）表示単位未満は切り捨てにした数字を記載しています。

新スポンサー会社選定作
業の完了時期及び具体的
スキームの決定等により、
その前提条件が大きく影響
を受けることが想定される
ことから、本書の日付現在
における見通しの開示を省
略し、今後の新スポンサー
会社選定作業の進捗状況
を踏まえ、改めて適時かつ
適切な開示を行います。

第10期予想に関する
お知らせ（注1）
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第8期決算の概要①（前期との比較）第8期決算の概要①（前期との比較）

以下の図では、第7期と第8期の差異のうち主要な変動項目のみを

取り上げて記載しています。実際には、ここに記載のない項目におい

ても変動は生じています。第7期および第8期の損益の詳細について

はP23の損益計算書をご覧ください。

主な変動要因主な変動要因

収
益
面

費
用
面

第7期第7期 第8期第8期

（注）固都税の変動は、東京都に所在する物件の固都税の納付回

数が奇数期・偶数期で異なることから生じるものです。

対前期比

運用日数 184日 181日 -3日

営業収益 8,453百万円 7,816百万円 -637百万円

営業利益 4,599百万円 2,694百万円 -1,905百万円

経常利益 2,278百万円 484百万円 -1,794百万円

当期純利益 2,272百万円 482百万円 -1,790百万円

一口あたり分配金 8,830円 1,876円 -6,954円

第7期実績 第8期実績

賃収等

4.1億円

物件売却損
12.4億円

担保設定

6.3億円

固都税（注）
1.9億円

八重洲売却益

2.2億円

支払利息等
5.9億円

（注）表示単位未満は切り捨てにした数字を記載しています。
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第8期決算の概要②（業績予想との比較）第8期決算の概要②（業績予想との比較）

主な変動要因主な変動要因

営業利益（▲10.8億円）の変動要因

PM西新宿の譲渡損の発生によるもの

（約▲12.4億円）

賃貸事業費用の抑制等（約2.1億円）

・修繕費及び水道光熱費等の諸経費の支出抑制

賃貸事業費用以外の費用抑制等（約1.0億円）

・新スポンサー会社選定の進捗状況変更による

費用発生の期ずれ

・資産運用会社が収受する資産運用報酬の適用

料率(*)引き 下げ

(*)運用報酬1。本投資法人と資産運用会社は、第9期前半（2010年

3月から5月まで）についても、2009年12月から2月までの報酬料

率を継続することで合意しています。

経常利益（▲12.0億円）の変動要因

上記、営業利益の減少（▲10.8億円）

営業外費用（主に金融費用）の増加（▲1.2億円）

差異

運用日数 181日 181日 -

営業収益 8,011百万円 7,816百万円 -195百万円

営業利益 3,780百万円 2,694百万円 -1,086百万円

経常利益 1,693百万円 484百万円 -1,209百万円

当期純利益 1,693百万円 482百万円 -1,211百万円

一口あたり分配金 6,580円 1,876円 -4,704円

第8期実績
第8期予想

（09/10/15）

（注）表示単位未満は切り捨てにした数字を記載しています。
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（注3）第6期の「売却損」は売却益を相殺した金額を表示しています。

収益構造の変化（第5期～第8期）収益構造の変化（第5期～第8期）

第5期第5期

第7期第7期

第6期第6期

第8期第8期

（注1）このチャートは、第5期から第8期にかけての損益計算書を再構成して表示したものです。

（注2）営業外収益は金額些少につき、「その他」の項目中で費用と相殺しています。

8,476

賃貸収入

3,478

1,3231,323

638
249

2,788

1,300

4,088

賃貸費用

金融費用

運用報酬
その他 損益

（売却前）

売却益

終損益

8,610

3,659

1,3781,378

379
279

2,915

574

2,341

8,232

3,346

2,1932,193

377
264

2,052

220

2,272

7,816

2,162,1644

326
188

1,726
1,244

482

3,408

賃貸収入

賃貸費用

金融費用

運用報酬
その他 損益

（売却前） 売却益

終損益

賃貸収入

賃貸費用

金融費用

運用報酬
その他 損益

（売却前）
売却損

終損益

賃貸収入

賃貸費用

金融費用

運用報酬
その他 損益

（売却前） 売却損

終損益

スポンサー会社の経営不安を契機に、支払利息、融資関連費用、担保関連費用

などの金融関連費用が大幅に増加し、 終損益を圧迫

スポンサー会社の経営不安を契機に、支払利息、融資関連費用、担保関連費用

などの金融関連費用が大幅に増加し、 終損益を圧迫

5期→8期の増加分（841百万円）は、
EPS換算3,267円/期に相当
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運用の状況
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有利子負債の圧縮

物件売却の概要物件売却の概要

売却を決定した理由

売却価格

キャップレート7％前後の取引事例が見られる中、

複数候補先の中で比較的好条件での価格提示

があったこと

決済リスク

買い手の資金調達の蓋然性が高く、2月末まで

の譲渡完了の確実性が高いと見込まれたこと

負債圧縮

68億円の売却代金により、有利子負債の総額を

圧縮し、LTVも1％程度低下させられること

売却を決定した理由

売却価格

キャップレート7％前後の取引事例が見られる中、

複数候補先の中で比較的好条件での価格提示

があったこと

決済リスク

買い手の資金調達の蓋然性が高く、2月末まで

の譲渡完了の確実性が高いと見込まれたこと

負債圧縮

68億円の売却代金により、有利子負債の総額を

圧縮し、LTVも1％程度低下させられること

ポートフォリオの入れ替え

売却の概要売却の概要

本投資法人の物件売却実績本投資法人の物件売却実績

第7期

パール
飯田橋ビル

岩本町163
ビル

TS保土ヶ谷
ビル

ﾊﾟｼﾌｨｯｸｼﾃｨ
浜松町

五反田
ﾒﾀﾘｵﾝﾋﾞﾙ

ﾊﾟｼﾌｨｯｸ
ﾏｰｸｽ内神田

丸石新橋ビル 天神吉田ビル
ｱｰﾊﾞﾝｽｸｴｱ
八重洲ビル

取得価格 1,600百万円 1,130百万円 1,100百万円 1,730百万円 1,300百万円 2,060百万円 1,120百万円 1,120百万円 2,200百万円

売却価格 2,560百万円 1,404百万円 786百万円 2,538百万円 2,012百万円 2,250百万円 1,010百万円 690百万円 2,550百万円

売却損益 863百万円 206百万円 ▲381百万円 657百万円 643百万円 106百万円 ▲155百万円 ▲525百万円 220百万円

譲渡先 個人 国内事業会社国内ファンド系 国内事業会社

第4期 第5期 第6期

（注）ｷｬｯﾌﾟﾚｰﾄは第6期と第7期の実績NOIの合計額を売却価格で除して求めた数値です。

パシフィックマークス
西新宿

取得価格 7,680百万円

売却価格 6,800百万円

売却損 1,244百万円

ｷｬｯﾌﾟﾚｰﾄ（注） 5.4%

所在地 東京都新宿区

竣工 平成5年5月

譲渡先 ケネディクス不動産投資法人
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平均募集賃料(円/坪） 空室率(％)

オフィスビル賃貸マーケットの現状 ＜3大都市圏＞オフィスビル賃貸マーケットの現状 ＜3大都市圏＞

東京ビジネス地区空室率と平均募集賃料の推移東京ビジネス地区空室率と平均募集賃料の推移

（出所）三鬼商事株式会社 「 新オフィスビル市況（平成22年3月）」

（*1） 東京ビジネス地区とは、千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区をいいます。

（*2） 大阪ビジネス地区とは、梅田地区、南森町地区、淀屋橋・本町地区、船場地区、心斎橋・難波地区及び新大阪地区をいいます。

（*3） 名古屋ビジネス地区とは、名駅地区、伏見地区、栄地区及び丸の内地区をいいます。

（*4）上記の各表のデータは各年12月末日現在の数値を使用していますが、2010年は2月末現在の数値を使用しています。

大阪ビジネス地区・名古屋ビジネス地区空室率と平均募集賃料の推移大阪ビジネス地区・名古屋ビジネス地区空室率と平均募集賃料の推移

東京圏 ：オフィス縮小・撤退の動きは継続しており、稼働率の悪化傾向が続いている。

（空室率：8.66%） テナントの移転の動きも継続しており、一部で統合移転といった前向きな移転も散見。

大阪圏 ：新規供給が継続しており、空室率の上昇、賃料の弱含み傾向も継続している。

（空室率：10.97%） 今後も大型の新規供給が見込まれており、引き続き動向を注視。

名古屋圏 ：大量供給の影響で需給バランスが崩れており、空室率の悪化傾向が継続している。

（空室率：13.16%） 今後の新規供給は限定的で、空室率上昇の動きは鈍化の見込み。

東京圏 ：オフィス縮小・撤退の動きは継続しており、稼働率の悪化傾向が続いている。

（空室率：8.66%） テナントの移転の動きも継続しており、一部で統合移転といった前向きな移転も散見。

大阪圏 ：新規供給が継続しており、空室率の上昇、賃料の弱含み傾向も継続している。

（空室率：10.97%） 今後も大型の新規供給が見込まれており、引き続き動向を注視。

名古屋圏 ：大量供給の影響で需給バランスが崩れており、空室率の悪化傾向が継続している。

（空室率：13.16%） 今後の新規供給は限定的で、空室率上昇の動きは鈍化の見込み。

（円） （％） （円） （％）
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NCI稼働率及び地域別空室率の推移

（出所：三鬼商事株式会社(地方別オフィスデータ）よりNCI作成）
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09年9月 09年10月 09年11月 09年12月 10年1月 10年2月

OfficeA-1 日立ハイテクビルディング 東京都港区 18,100 7.49% 19,041 98.9% 98.9% 98.9% 98.9% 99.5% 100.0%

OfficeA-2 パシフィックマークス新宿パークサイド 東京都新宿区 15,100 6.25% 15,555 95.6% 93.4% 95.6% 95.5% 95.5% 97.6%

OfficeA-3 パシフィックマークス築地 東京都中央区 11,100 4.59% 11,419 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

OfficeA-4 パシフィックマークス月島 東京都中央区 8,080 3.34% 8,171 67.1% 71.9% 71.9% 71.9% 95.2% 95.2%

OfficeA-6 パシフィックマークス横浜イースト 神奈川県横浜市 7,110 2.94% 7,026 79.7% 77.6% 77.6% 77.6% 78.1% 78.1%

OfficeA-7 パシフィックマークス新浦安 千葉県浦安市 4,700 1.94% 4,663 100.0% 100.0% 70.3% 70.3% 70.3% 75.4%

OfficeA-8 大森シティビル 東京都大田区 3,920 1.62% 3,897 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

OfficeA-9 赤坂氷川ビル 東京都港区 3,385 1.40% 3,655 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

OfficeA-10 パシフィックマークス渋谷公園通 東京都渋谷区 3,050 1.26% 3,144 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

OfficeA-11 パシフィックマークス日本橋富沢町 東京都中央区 2,550 1.05% 2,628 100.0% 100.0% 100.0% 84.7% 84.7% 84.7%

OfficeA-12 パシフィックマークス赤坂見附 東京都港区 2,450 1.01% 2,460 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

OfficeA-15 横浜相生町ビル 神奈川県横浜市 1,710 0.71% 1,706 69.1% 57.4% 64.6% 70.1% 70.1% 79.3%

OfficeA-16 パシフィックマークス新横浜 神奈川県横浜市 1,700 0.70% 1,621 83.9% 83.9% 83.9% 83.9% 83.9% 83.9%

OfficeA-22 パシフィックマークス新川 東京都中央区 3,540 1.46% 3,516 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

OfficeA-24 パシフィックマークス目白 東京都豊島区 2,008 0.83% 2,085 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

OfficeA-25 パシフィックマークス川崎 神奈川県川崎市 15,100 6.25% 15,653 89.5% 96.0% 96.0% 96.0% 95.0% 96.0%

OfficeA-26 藤和浜松町ビル 東京都港区 7,242 3.00% 7,466 88.5% 88.5% 88.5% 78.8% 78.8% 78.8%

OfficeA-27 リーラヒジリザカ 東京都港区 4,300 1.78% 4,447 98.6% 97.3% 98.6% 98.6% 98.6% 58.4%

OfficeA-28 パシフィックマークス青葉台 東京都目黒区 3,050 1.26% 3,165 88.7% 88.7% 88.7% 88.7% 88.7% 88.7%

OfficeA-29 大塚HTビル 東京都豊島区 2,000 0.83% 2,070 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

OfficeA-30 パシフィックマークス新宿サウスゲート 東京都新宿区 5,100 2.11% 5,333 100.0% 88.6% 88.6% 88.6% 88.6% 88.6%

OfficeB-1 パシフィックマークス西梅田 大阪府大阪市 8,950 3.70% 8,737 95.5% 83.8% 83.8% 85.7% 85.7% 86.4%

OfficeB-2 パシフィックマークス肥後橋 大阪府大阪市 5,573 2.30% 5,798 92.1% 92.1% 92.1% 88.9% 88.9% 92.0%

OfficeB-3 名古屋錦シティビル 愛知県名古屋市 5,180 2.14% 5,288 95.1% 95.1% 95.1% 95.1% 95.1% 85.6%

OfficeB-4 パシフィックマークス江坂 大阪府吹田市 14,500 6.00% 15,207 98.1% 95.3% 95.3% 95.3% 94.4% 98.7%

OfficeC-1 パシフィックマークス札幌北一条 北海道札幌市 2,250 0.93% 2,225 97.8% 97.8% 76.1% 76.1% 76.1% 76.1%

OfficeC-2 新札幌センタービル 北海道札幌市 1,225 0.51% 1,232 96.6% 96.6% 86.4% 86.4% 86.4% 86.4%

RetailA-1 心斎橋OPA本館 大阪府大阪市 31,800 13.15% 32,660 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

RetailA-2 心斎橋OPAきれい館 大阪府大阪市 3,500 1.45% 3,576 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

RetailA-3 パシフィーク天神 福岡県福岡市 3,700 1.53% 3,673 65.5% 65.5% 65.5% 65.5% 65.5% 65.5%

RetailA-4 アルボーレ天神 福岡県福岡市 1,440 0.60% 1,447 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

RetailA-6 アルボーレ神宮前 東京都渋谷区 2,525 1.04% 2,621 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

RetailA-7 アルボーレ仙台 宮城県仙台市 3,100 1.28% 3,166 100.0% 100.0% 86.9% 86.9% 86.9% 100.0%

RetailB-1 モラージュ柏 千葉県柏市 17,310 7.16% 17,506 95.8% 96.0% 95.6% 97.3% 95.9% 96.4%

RetailB-2 ベルファ宇治 京都府宇治市 3,200 1.32% 3,123 96.9% 96.9% 93.1% 96.9% 96.9% 97.1%

RetailC-1 イトーヨーカドー尾張旭店 愛知県尾張旭市 7,850 3.25% 7,989 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

RetailC-2 ニトリ横浜狩場インター店 神奈川県横浜市 4,395 1.82% 4,507 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

37物件 － 241,793 100% 247,495 95.7% 95.1% 93.7% 93.8% 94.3% 94.5%

10年2月末
帳簿価額
（百万円）

月末時点稼働率（％）
物件名称 所在地

取得価格
（百万円）

投資比率
（％）

エリア 用途 投資対象地域／類型 物件番号

合   計

その他都市圏
（2物件）

3,475百万円

都市周辺型複合商業施設
（2物件）

20,510百万円

オフィスビル
（27物件）

162,973百万円

都市周辺型単一商業施設
（2物件）

12,245百万円

大阪圏及び名古屋圏
（4物件）

34,203百万円

都市周辺地域
（4物件）

32,755百万円

商業施設
（10物件）

78,820百万円

中心市街地型商業施設
（6物件）

46,065百万円

中心市街地
（33物件）

209,038百万円

東京圏
（21物件）

125,295百万円

稼働率一覧 ＜平成22年3月末日時点の保有資産＞稼働率一覧 ＜平成22年3月末日時点の保有資産＞
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取得価格 3,700百万円

所在地 福岡県福岡市

竣工 昭和62年4月

稼働率 65.5%

パシフィーク天神

リーシング注力物件への取り組み状況リーシング注力物件への取り組み状況

取得価格 7,110百万円

所在地 神奈川県横浜市

竣工 平成4年10月

稼働率 78.1%

パシフィックマークス横浜イースト

取得価格 4,700百万円

所在地 千葉県浦安市

竣工 平成5年5月

稼働率 75.4%

パシフィックマークス新浦安

取得価格 1,710百万円

所在地 神奈川県横浜市

竣工 平成5年8月

稼働率 79.3%

横浜相生町ビル

取得価格 4,300百万円

所在地 東京都港区

竣工 平成3年11月

稼働率 58.4%

リーラヒジリザカ

取得価格 11,100百万円

所在地 東京都中央区

竣工 平成11年11月

稼働率 100.0%

パシフィックマークス築地

通信系関連企業が集約移転で600坪超を解約。その他

の解約も重なり、稼働率が低下。

6月中に新規で74坪、8月初旬館内増床により70坪が成

約し、稼働率は80％を回復する見込み。駐車場を多台

数分確保できる強みを活かし、大型テナント誘致に向け、

PM会社、仲介会社との連携を強化する。

通信系関連企業が集約移転で600坪超を解約。その他

の解約も重なり、稼働率が低下。

6月中に新規で74坪、8月初旬館内増床により70坪が成

約し、稼働率は80％を回復する見込み。駐車場を多台

数分確保できる強みを活かし、大型テナント誘致に向け、

PM会社、仲介会社との連携を強化する。

テナントの集約移転による大型解約等により、稼働率が

低下。第8期中に2件/130坪を成約し、期末稼働率は

75％台まで回復。

小60坪から1フロア 大400坪の区画が提供できる利

点を活かして、引き続きPM会社と協働でキャンペーン等

を行い、第9期末で稼働率90％回復を目指す。

テナントの集約移転による大型解約等により、稼働率が

低下。第8期中に2件/130坪を成約し、期末稼働率は

75％台まで回復。

小60坪から1フロア 大400坪の区画が提供できる利

点を活かして、引き続きPM会社と協働でキャンペーン等

を行い、第9期末で稼働率90％回復を目指す。

第7期から第8期にかけて6件/346坪の解約が発生し、

一時稼働率が50%台に低下したものの、第8期中に4件

/156坪を成約し、期末稼働率は79％台を回復。4月に入

り更に1件成約し、稼働率は82％へ。

小20坪に分割可能な利点を生かし、小規模顧客の取

り込みを目指す。地下区画については、事務所以外の

用途も含め、幅広いターゲット顧客に向けて告知活動を

展開中。第9期末稼働率90%を目指す。

第7期から第8期にかけて6件/346坪の解約が発生し、

一時稼働率が50%台に低下したものの、第8期中に4件

/156坪を成約し、期末稼働率は79％台を回復。4月に入

り更に1件成約し、稼働率は82％へ。

小20坪に分割可能な利点を生かし、小規模顧客の取

り込みを目指す。地下区画については、事務所以外の

用途も含め、幅広いターゲット顧客に向けて告知活動を

展開中。第9期末稼働率90%を目指す。

テナントの集約移転により約520坪が解約、稼働率は

58.4％まで低下。他テナントの自己保有物件への移転も

確定しており、稼働率は更なる低下の見込み。

大約860坪を連続フロアにて使用可能である点を訴求

し、PM会社と協働して仲介会社にPR。共用部の改装も

実施し、第9期末90％の稼働率回復を目指す。現在、複

数の候補先と具体的条件について協議中。

テナントの集約移転により約520坪が解約、稼働率は

58.4％まで低下。他テナントの自己保有物件への移転も

確定しており、稼働率は更なる低下の見込み。

大約860坪を連続フロアにて使用可能である点を訴求

し、PM会社と協働して仲介会社にPR。共用部の改装も

実施し、第9期末90％の稼働率回復を目指す。現在、複

数の候補先と具体的条件について協議中。

1棟借りテナントが、グループ集約により2010年12月末

日を以て解約することが決定済。

都心部において1,800坪の１棟借りが可能な希少物件で

あり、PM会社と協働で仲介会社ならびに大手法人グル

ープ内不動産会社への営業を依頼。1棟借りニーズの発

掘とマルチテナント化の両面での営業を同時進行させ、

早期の成約を図る。

1棟借りテナントが、グループ集約により2010年12月末

日を以て解約することが決定済。

都心部において1,800坪の１棟借りが可能な希少物件で

あり、PM会社と協働で仲介会社ならびに大手法人グル

ープ内不動産会社への営業を依頼。1棟借りニーズの発

掘とマルチテナント化の両面での営業を同時進行させ、

早期の成約を図る。

5F/146坪は2010年3月に契約締結し、稼働率は81.6％

に上昇。この他、1F・2F/89坪についても出店申込書を

受領のうえ、具体的条件の協議中。

上記有力検討テナントとの条件合意を速やかに行い、5
月中に稼働率92%回復を目指す。

5F/146坪は2010年3月に契約締結し、稼働率は81.6％

に上昇。この他、1F・2F/89坪についても出店申込書を

受領のうえ、具体的条件の協議中。

上記有力検討テナントとの条件合意を速やかに行い、5
月中に稼働率92%回復を目指す。

82.0％
（4/15現在）

81.6％
（4/15現在）

現状

今後の取り組み

現状

今後の取り組み

現状

今後の取り組み

現状

今後の取り組み

現状

今後の取り組み

現状

今後の取り組み
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50,854坪（オフィス物件）

29
31

25

2

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

第7期 第8期 第9期 第10期

0

5

10

15

20

25

30

35
破綻

統合移転

縮小

その他

件数

18 ,8 00 18 ,4 0 0

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

平成18年9月 平成19年2月 平成19年8月 平成20年2月 平成20年8月 平成21年2月 平成21年8月 平成22年2月
80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

105.0%

110.0%

115.0%

120.0%

東京圏 大阪圏及び名古屋圏 その他都市圏 合計 東京圏 大阪圏及び名古屋圏 その他都市圏 オフィス合計

解約

3,856坪

新規契約

2,308坪

契約更新（期中改定含む）

13,498坪

オフィスビルの賃料動向オフィスビルの賃料動向

新規賃料の下落傾向は継続。既存テナントの賃料減額による退去防止を図る。

テナントからの解約通知の受領件数は減少傾向に

新規賃料の下落傾向は継続。既存テナントの賃料減額による退去防止を図る。

テナントからの解約通知の受領件数は減少傾向に

第8期中の賃貸借契約の異動第8期中の賃貸借契約の異動

ポートフォリオ平均賃料の推移ポートフォリオ平均賃料の推移 取得時からの

賃料上昇率
平均賃料の下落は限定的

平均賃料（円）

0

2,000

テナント解約の状況テナント解約の状況

区画数 面積（坪） 従前月額賃料（円） 差額（円） 変動率

増額 1 16.0 207,350 2,650 1.3%

減額 32 2,292.5 41,147,571 -10,833,974 -26.3%

減額 42 6,860.2 105,985,303 -5,790,629 -5.5%

据置 67 6,076.9 124,325,511 0 0.0%

増額 4 561.8 7,546,260 680,850 9.0%

146 15,807.3 279,211,995 -15,941,103 -5.7%総計

契約異動

新規

更新
第8期は解約のピーク

（予定） （予定）

（注）第10期は2010年3月末迄に受領した解約予告に基づく暫定値

（注）

（坪） （件）

空室率の上昇、賃料水準の下落は継続

割安感から、好立地物件への集約移転等の前向きな動き

も散見

東京圏では、2010年夏以降に稼働率の底入れ

賃料下落の歯止めは来年年明け以降に

地方都市の回復は、引き続き動向を要注視

現状認識

今後の見通し

資産運用会社の見解資産運用会社の見解

第8期首賃貸可能面積

（注）平均賃料は、物件ごとの月額賃料(共益費含)の合計を賃貸面積の合計で除して得られた値を百円未満切り捨てで記載しています。

2,332

3,856

3,101

1,827
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リノベーション工事リノベーション工事

内部成長に向けた取り組み内部成長に向けた取り組み

エコへの取り組みエコへの取り組み

テナントの入れ替えテナントの入れ替え

消費者の節約志向にあわせたテ

ナントミックスを推進。第8期中は7
店舗開設、第9期も4店舗オープン

（4/15現在）。

モラージュ柏モラージュ柏

リーラヒジリザカリーラヒジリザカ

エレベーターホールのリノベーション

工事を実施。内装のグレード向上に

よりテナント満足度の向上、稼働率

の維持・向上を図る。

Copyright 2010 Mitsubishi Jisho Towa Community Co.,Ltd. All Rights Reserved.

3月26日 3店舗オープン

初期投資の回収期間は
1年半～3年半を想定

ベルファ宇治ベルファ宇治

ヤングファミリー層をメインターゲ

ットとし、地域から支持される商

業施設を目指し、順次新テナント

の導入を推進。

実施前

実施後（イメージ）

95.8% 96.0% 95.9% 96.4%

96.9% 96.9%

93.1%

96.9% 97.1%

95.6%
97.3%

96.9%

80%

85%

90%

95%

100%

09年9月 09年10月 09年11月 09年12月 10年1月 10年2月

モラージュ柏

ベルファ宇治

高水準の稼働率を維持

稼働率の推移稼働率の推移

パシフィックマークス
新宿パークサイド

パシフィックマークス
新宿パークサイド

（その他導入物件：パシフィックマークス月島、パシフィックマークス新浦安）

省エネ効果の高い地下駐車場に
LED照明を導入。エコロジー＆エコ

ノミーな取り組みの推進。
消費電力量が少なく
CO2排出量削減へ

蛍光灯と比べて長寿命
交換作業等の軽減へ

LED照明の導入効果
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118,950

32,360

3,390

30,230

3,100

112,460

-6.6%

-8.6%

-5.5%

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

百
万

円

-10%

-9%

-8%

-7%

-6%

-5%

-4%

-3%

-2%

-1%

0%

第7期末
（2009年8月末）

第8期末
（2010年2月末）

変化率

鑑定評価額の状況①鑑定評価額の状況①

鑑定評価額の変化（第7期→第8期）鑑定評価額の変化（第7期→第8期）鑑定評価額と取得価格の推移鑑定評価額と取得価格の推移

鑑定評価額の下落には鈍化の兆し

下落の原因は、キャップレートの調整から想定NOIの下落による調整へと変化

鑑定評価額の下落には鈍化の兆し

下落の原因は、キャップレートの調整から想定NOIの下落による調整へと変化

オフィスオフィス

商業商業

（第8期中に売却した

PM西新宿除く）

201,836

231,436

251,451 253,763 251,673 249,473
241,793

210,402

248,391

271,134 272,140

227,560

208,110

249,025

38

43
42

39
38

37

40

第2期末 第3期末 第4期末 第5期末 第6期末 第7期末 第8期末

取得価格（百万円） 鑑定価格（百万円） 物件数

13,450

9,620

12,950

9,470

41,690
39,900

-3.7%

-1.6%

-4.3%

0

15,000

30,000

45,000

百
万

円

-5%

-4%

-3%

-2%

-1%

0%

東京圏 大阪圏及び名古屋圏 その他都市圏

中心市街地型 都市周辺型複合 都市周辺型単一
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鑑定評価額の状況②鑑定評価額の状況②

*1 NOI、CAPは直接還元法で採用されている数値を記載しています。

*2 CAPの合計には平均値を記載しています。

*3 鑑定評価の 終評価額は、直接還元法およびＤＣＦ法から算出した収益価格に鑑定事務所の 終調整を経て決定されるもので、ＮＯＩの変動、ＣＡＰの変動が直接的に 反映されるもので
はありません。上記ＮＯＩ影響額、ＣＡＰ影響額は、鑑定評価額の差異をNOIとCAPの変動額に分けるために資産運用会社が一定の前提のもとで割り振りしたものです。

*4 NOI影響額、CAP影響額は、前期末からCAPまたはNOIの一方に変動がなかったと仮定した場合の他方の変動による評価額の変動をそれぞれ算出したうえで、重複（超過）部分につい

ては両者の比で按分しています。

NOI
影響額

CAP
影響額

第7期末 第8期末 差異 第7期末 第8期末 差異

OfficeA-1 日立ハイテクビルディング 18,100 17,010 16,580 -2.5% -430 -65 -365 776 773 -3 4.5% 4.6% 0.1%
OfficeA-2 パシフィックマークス新宿パークサイド 15,100 15,560 14,800 -4.9% -760 -427 -333 768 748 -20 4.8% 4.9% 0.1%
OfficeA-3 パシフィックマークス築地 11,100 10,400 8,660 -16.7% -1,740 -1,740 0 503 422 -81 4.8% 4.8% 0.0%
OfficeA-4 パシフィックマークス月島 8,080 8,050 7,710 -4.2% -340 -340 0 434 416 -18 5.2% 5.2% 0.0%
OfficeA-6 パシフィックマークス横浜イースト 7,110 8,220 7,380 -10.2% -840 -840 0 465 422 -43 5.5% 5.5% 0.0%
OfficeA-7 パシフィックマークス新浦安 4,700 5,210 4,400 -15.5% -810 -810 0 314 273 -41 5.6% 5.6% 0.0%
OfficeA-8 大森シティビル 3,920 4,320 4,220 -2.3% -100 -100 0 259 253 -6 5.8% 5.8% 0.0%
OfficeA-9 赤坂氷川ビル 3,385 3,250 3,490 7.4% 240 240 0 185 189 4 5.2% 5.2% 0.0%

OfficeA-10 パシフィックマークス渋谷公園通 3,050 2,840 2,790 -1.8% -50 0 -50 153 153 0 5.2% 5.3% 0.1%
OfficeA-11 パシフィックマークス日本橋富沢町 2,550 2,470 2,390 -3.2% -80 -80 0 131 127 -4 5.1% 5.1% 0.0%
OfficeA-12 パシフィックマークス赤坂見附 2,450 2,560 2,570 0.4% 10 10 0 127 128 1 4.5% 4.5% 0.0%
OfficeA-15 横浜相生町ビル 1,710 1,300 1,140 -12.3% -160 -138 -22 79 71 -8 5.6% 5.7% 0.1%
OfficeA-16 パシフィックマークス新横浜 1,700 1,830 1,850 1.1% 20 20 0 109 111 2 5.7% 5.7% 0.0%
OfficeA-22 パシフィックマークス新川 3,540 3,710 3,710 0.0% 0 0 0 206 206 0 5.2% 5.2% 0.0%
OfficeA-24 パシフィックマークス目白 2,008 2,030 1,990 -2.0% -40 -40 0 115 112 -3 5.6% 5.6% 0.0%
OfficeA-25 パシフィックマークス川崎 15,100 12,000 11,420 -4.8% -580 -332 -248 590 574 -16 4.8% 4.9% 0.1%
OfficeA-26 藤和浜松町ビル 7,242 6,650 6,590 -0.9% -60 -60 0 334 333 -1 5.0% 5.0% 0.0%
OfficeA-27 リーラヒジリザカ 4,300 3,830 3,590 -6.3% -240 -240 0 207 197 -10 5.2% 5.2% 0.0%
OfficeA-28 パシフィックマークス青葉台 3,050 2,130 1,900 -10.8% -230 -198 -32 129 117 -12 5.9% 6.0% 0.1%
OfficeA-29 大塚HTビル 2,000 1,680 1,640 -2.4% -40 0 -40 88 88 0 5.0% 5.1% 0.1%
OfficeA-30 パシフィックマークス新宿サウスゲート 5,100 3,900 3,640 -6.7% -260 -182 -78 184 175 -9 4.5% 4.6% 0.1%
OfficeB-1 パシフィックマークス西梅田 8,950 9,950 8,990 -9.6% -960 -960 0 557 512 -45 5.4% 5.4% 0.0%
OfficeB-2 パシフィックマークス肥後橋 5,573 5,400 5,150 -4.6% -250 -149 -101 297 289 -8 5.3% 5.4% 0.1%
OfficeB-3 名古屋錦シティビル 5,180 4,010 3,790 -5.5% -220 -71 -149 223 219 -4 5.2% 5.4% 0.2%
OfficeB-4 パシフィックマークス江坂 14,500 13,000 12,300 -5.4% -700 -700 0 770 731 -39 5.6% 5.6% 0.0%
OfficeC-1 パシフィックマークス札幌北一条 2,250 2,230 2,010 -9.9% -220 -220 0 153 140 -13 6.4% 6.4% 0.0%
OfficeC-2 新札幌センタービル 1,225 1,160 1,090 -6.0% -70 -50 -20 79 76 -3 6.3% 6.4% 0.1%
RetailA-1 心斎橋OPA本館 31,800 29,200 28,000 -4.1% -1,200 0 -1,200 1,245 1,245 0 4.0% 4.2% 0.2%
RetailA-2 心斎橋OPAきれい館 3,500 3,080 2,970 -3.6% -110 0 -110 156 156 0 4.7% 4.9% 0.2%
RetailA-3 パシフィーク天神 3,700 3,070 2,960 -3.6% -110 -110 0 174 169 -5 5.6% 5.6% 0.0%
RetailA-4 アルボーレ天神 1,440 1,210 1,080 -10.7% -130 -130 0 63 55 -8 5.1% 5.1% 0.0%
RetailA-6 アルボーレ神宮前 2,525 2,200 2,120 -3.6% -80 -24 -56 98 97 -1 4.1% 4.2% 0.1%
RetailA-7 アルボーレ仙台 3,100 2,930 2,770 -5.5% -160 -108 -52 173 167 -6 5.8% 5.9% 0.1%
RetailB-1 モラージュ柏 17,310 11,100 10,900 -1.8% -200 -200 0 663 628 -35 6.0% 6.0% 0.0%
RetailB-2 ベルファ宇治 3,200 2,350 2,050 -12.8% -300 -300 0 161 147 -14 6.7% 6.7% 0.0%
RetailC-1 イトーヨーカドー尾張旭店 7,850 6,380 6,280 -1.6% -100 0 -100 394 394 0 5.9% 6.0% 0.1%
RetailC-2 ニトリ横浜狩場インター店 4,395 3,240 3,190 -1.5% -50 0 -50 175 175 0 5.2% 5.3% 0.1%

合　計 241,793 219,460 208,110 -5.17% -11,350 -8,343 -3,007 11,537 11,088 -449 5.30% 5.35% 0.05%

第8期末 変動率
差異

（百万円）

差異分析

NOI CAP
物件番号 物件名称

取得価格
(百万円) 第7期末

鑑定評価額（百万円）
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投資法人債

借入金

有利子負債の状況① 直近のリファイナンス有利子負債の状況① 直近のリファイナンス

ローンの借換は、主要取引金融機関の支援によりリファイナンスを完了

投資法人債（第1回債）は一部買入消却及び不動産市場安定化ファンドからの借入により償還

ローンの借換は、主要取引金融機関の支援によりリファイナンスを完了

投資法人債（第1回債）は一部買入消却及び不動産市場安定化ファンドからの借入により償還

返済期限の分散状況 （単位：百万円）返済期限の分散状況 （単位：百万円）

借入先 ：三井住友銀行、農林中央金庫、新生銀行、

中央三井信託銀行、みずほコーポレート銀行、

あおぞら銀行、住友信託銀行、三菱東京UFJ銀行、

三菱UFJ信託銀行、りそな銀行

借入金額 ：50,300,001,000円

利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.80％

借入日 ：平成22年3月29日

元本返済期日 ：平成22年6月29日（借入期間：3ヵ月）

担保・保証 ：有担保・無保証

借入先 ：三井住友銀行、農林中央金庫、新生銀行、

中央三井信託銀行、みずほコーポレート銀行、

あおぞら銀行、住友信託銀行、三菱東京UFJ銀行、

三菱UFJ信託銀行、りそな銀行

借入金額 ：50,300,001,000円

利率 ：全銀協1か月物円TIBOR＋1.80％

借入日 ：平成22年3月29日

元本返済期日 ：平成22年6月29日（借入期間：3ヵ月）

担保・保証 ：有担保・無保証

借入先 ：信託受託者 住友信託銀行

（不動産市場安定化ファンド口）

借入金額 ：8,000,000,000円

利率 ：全銀協3か月物円TIBOR＋3.96984％（注1）

借入日 ：平成22年4月8日

元本返済期日 ：平成24年9月18日（借入期間：約2年5ヵ月）（注2）

担保・保証 ：有担保・無保証

（注1）平成23年4月以降の利払いから、3ヵ月毎にスプレッドが5bp加算されます。

（注2）本投資法人は平成23年3月を返済の目標としています

借入先 ：信託受託者 住友信託銀行

（不動産市場安定化ファンド口）

借入金額 ：8,000,000,000円

利率 ：全銀協3か月物円TIBOR＋3.96984％（注1）

借入日 ：平成22年4月8日

元本返済期日 ：平成24年9月18日（借入期間：約2年5ヵ月）（注2）

担保・保証 ：有担保・無保証

（注1）平成23年4月以降の利払いから、3ヵ月毎にスプレッドが5bp加算されます。

（注2）本投資法人は平成23年3月を返済の目標としています

タームローン37号の概要タームローン37号の概要タームローン36号の概要タームローン36号の概要

10年4月14日現在10年4月14日現在10年2月28日時点10年2月28日時点

一部買入消却

（3月23日、19億円）

一部買入消却

（3月23日、19億円）

タームローン36号タームローン36号
タームローン37号タームローン37号
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有利子負債の状況②有利子負債の状況②

有利子負債比率の推移有利子負債比率の推移

*LTV＝（総負債-留保金等で確保された敷金・保証金等）÷（総資産±[鑑定評価額と取得価格の差額]-留保金

等で確保された 敷金・保証金等）×100

*2010/4/14現在の総資産額、有利子負債比率、負債比率（LTV）は、第8期末を基準とした試算値です。

固定・変動負債比率固定・変動負債比率長短負債比率長短負債比率

その他の比率（10年4月14日現在）その他の比率（10年4月14日現在）

31,938

13,421

9,059

8,217
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7,191
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新生銀行
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三菱ＵＦＪ信託銀行

みずほコーポレート銀行

大同生命保険

日本政策投資銀行

りそな銀行

損害保険ジャパン

三重銀行

JA共済連

あいおい損保

広島銀行

不動産市場安定化ファンド

第2回債

金融機関別貸出残高 （単位：百万円）金融機関別貸出残高 （単位：百万円）

早期の返済を目指します

長期借入金
（1年未満）
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28.1% 固定負債
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ーンも固定負債としてカウン

トしています。
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今後の見通しについて
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今後の見通し今後の見通し

現状の認識現状の認識

J-REITによる物件取得、ポートフォリオ入れ替え

事例が増加

鑑定価格の下落は継続するも緩やかに

取引事例では価格の底打ち感も見え始めた

J-REITによる物件取得、ポートフォリオ入れ替え

事例が増加

鑑定価格の下落は継続するも緩やかに

取引事例では価格の底打ち感も見え始めた

不
動
産
売
買
市
場

不
動
産
売
買
市
場

リストラ志向は依然強く、賃料は減額傾向

入居検討は慎重、ダウンタイムは長期化傾向

東京を中心に新規需要も見受けられる

リストラ志向は依然強く、賃料は減額傾向

入居検討は慎重、ダウンタイムは長期化傾向

東京を中心に新規需要も見受けられる

不
動
産
賃
貸
市
場

不
動
産
賃
貸
市
場

セーフティネットの本格稼動により、流動性危機は

概ね消滅

J-REITの増資、新規借入、起債等も見られるが、

スポンサークレジットに大きく依拠

セーフティネットの本格稼動により、流動性危機は

概ね消滅

J-REITの増資、新規借入、起債等も見られるが、

スポンサークレジットに大きく依拠

金
融
市
場

金
融
市
場

外部成長戦略は新スポンサー選定後に改めて検討

物件売却は引き続き慎重に検討

外部成長戦略は新スポンサー選定後に改めて検討

物件売却は引き続き慎重に検討

外
部
成
長

外
部
成
長

柔軟なリーシング実施によるテナントの確保、

空室期間の短縮に努める

既存テナントとのリレーション強化による

稼働率の維持

柔軟なリーシング実施によるテナントの確保、

空室期間の短縮に努める

既存テナントとのリレーション強化による

稼働率の維持

内
部
成
長

内
部
成
長

新スポンサー選定後、健全な財務基盤の再構築に

努める（借入条件、格付等の改善）

新スポンサー選定後、健全な財務基盤の再構築に

努める（借入条件、格付等の改善）

財
務
戦
略

財
務
戦
略

今後の課題と対応今後の課題と対応
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運用資産 平成22年2月期末時点における保有資産（37物件）の運用資産

発行済投資口数 平成22年2月期末時点の発行済投資口数である257,400口

公租公課 約535百万円

修繕費 約152百万円

減価償却費 約984百万円

支払利息等 約2,355百万円（投資法人債利息、融資関連費用を含みます。）

有利子負債
平成22年4月に元本返済期限が到来する6,339百万円、平成22年6月に元本返済期
限が到来する50,300百万円については、全額借入金での借換えを行う

その他
新スポンサー会社選定作業の完了時期及び具体的スキームの決定等により、追加
的費用が発生する可能性があります。

第9期予想

09/10/15発表 10/4/14発表

運用日数 184日 184日 -

営業収益 8,005百万円 7,354百万円 -651百万円

営業利益 4,202百万円 3,503百万円 -699百万円

経常利益 2,020百万円 1,073百万円 -947百万円

当期純利益 2,020百万円 1,073百万円 -947百万円

一口あたり分配金 7,850円 4,170円 -3,680円

期末投資口数 257,400 257,400 -

差異
第9期予想

第9期の業績予想第9期の業績予想

前提条件前提条件

分配予想修正の主な要因（単位：円）分配予想修正の主な要因（単位：円）

7,850

当初予想

668

4,9814,981

83
811

966

4,170

西新宿売却
による減収

（ご参考）
特殊要因

除いた水準
その他

（プラス） 特殊要因

今回予想

1,213

その他
オフィス減収

金融費用
の増加

商業施設
減収

スポンサー選定関連費用

＠625円（161百万円）

TL37号に付随する担保設定費

＠186円（48百万円）

新スポンサー会社選定作業の完了時期及び具体的スキームの決
定等により、その前提条件が大きく影響を受けることが想定されるこ
とから、本書の日付現在における見通しの開示を省略し、今後の新
スポンサー会社選定作業の進捗状況を踏まえ、改めて適時かつ適
切な開示を行います。

第10期予想に関するお知らせ

解約の増加、埋め戻しの遅れ、

賃料減額等によるもの

（注）表示単位未満は切り捨てにした数字を記載しています。
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Appendix A

第8期決算関連データ
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損益計算書損益計算書

Appendix

前期（ご参考） 当期
（自 平成21年３月１日 （自 平成21年９月１日
至 平成21年８月31日） 至 平成22年２月28日）

営業収益
　賃貸事業収入 7,967,163 7,644,718
　その他賃貸事業収入 265,445 172,235
　不動産等売却益 220,721 －
　営業収益合計 8,453,331 7,816,953
営業費用
　賃貸事業費用 3,346,515 3,408,923
　不動産等売却損 － 1,244,193
　資産運用報酬 377,285 326,359
　資産保管手数料 13,858 13,715
　一般事務委託手数料 29,232 35,012
　役員報酬 9,300 9,088
　会計監査人報酬 12,500 12,500
　支払報酬 15,976 18,001
　その他営業費用 49,145 55,155
　営業費用合計 3,853,813 5,122,948

営業利益 4,599,518 2,694,004
営業外収益
　受取利息 3,556 3,733
　有価証券利息 5,452 1,340
　不動産取得税特例適用差額 7,228 －
　その他 3,112 2,100
　営業外収益合計 19,349 7,174
営業外費用
　支払利息 883,158 985,598
　投資法人債利息 245,258 239,941
　融資関連費用 428,185 928,858
　担保設定関連費用 636,972 9,917
　創立費償却 5,640 5,640
　投資法人債発行費償却 17,410 17,410
　その他 123,318 29,514
　営業外費用合計 2,339,944 2,216,962

経常利益 2,278,922 484,217

税引前当期純利益 2,278,922 484,217
法人税、住民税及び事業税 605 2,658
法人税等調整額 5,358 △1,243
法人税等合計 5,963 1,414

当期純利益 2,272,959 482,802

前期繰越利益 12 129

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,272,971 482,932

（単位：千円）
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前期（ご参考） 当期
(平成21年８月31日現在) (平成22年２月28日現在)

負債の部
流動負債
　営業未払金 648,521 517,614
　１年内償還予定の投資法人債 10,000,000 10,000,000
　短期借入金 11,888,000 50,373,056
　１年内返済予定の長期借入金 48,744,052 46,458,461
　未払金 43,978 113,483
　未払費用 796,057 655,327
　未払法人税等 － 1,649
　未払消費税等 75,078 127,040
　前受金 1,163,162 1,048,271
　預り金 13,464 14,223
　デリバティブ債務 － 65,281
　その他 1,438,784 1,741,835
　流動負債合計 74,811,098 111,116,245
固定負債
　投資法人債 17,000,000 17,000,000
　長期借入金 55,547,982 12,863,527
　預り敷金及び保証金 2,096,952 1,880,424
　信託預り敷金及び保証金 9,058,065 8,089,295
　デリバティブ債務 227,591 119,216
　固定負債合計 83,930,591 39,952,465
負債合計 158,741,690 151,068,710

純資産の部
投資主資本
　出資総額 116,753,060 116,753,060
　剰余金
　　当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,272,971 482,932
　　剰余金合計 2,272,971 482,932
　投資主資本合計 119,026,031 117,235,992
評価・換算差額等
　繰延ヘッジ損益 △153,717 △116,931
　評価・換算差額等合計 △153,717 △116,931
純資産合計 118,872,314 117,119,061

負債純資産合計 277,614,004 268,187,771

貸借対照表貸借対照表

Appendix

前期（ご参考） 当期
(平成21年８月31日現在) (平成22年２月28日現在)

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 6,141,928 6,583,136
　　信託現金及び信託預金 14,257,031 13,195,894
　　営業未収入金 154,590 202,833
　　前払費用 465,250 402,811
　　繰延税金資産 14,613 40,498
　　その他 2,585 1,125
　　流動資産合計 21,035,999 20,426,300
　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物 8,979,381 8,991,574
　　　　減価償却累計額 △531,007 △630,908
　　　　建物（純額） 8,448,374 8,360,666
　　　建物附属設備 2,955,227 2,984,240
　　　　減価償却累計額 △454,124 △547,576
　　　　建物附属設備（純額） 2,501,103 2,436,664
　　　構築物 166,260 166,260
　　　　減価償却累計額 △17,256 △20,613
　　　　構築物（純額） 149,004 145,647
　　　機械及び装置 13,382 18,344
　　　　減価償却累計額 △602 △1,258
　　　　機械及び装置（純額） 12,779 17,085
　　　工具、器具及び備品 22,429 25,458
　　　　減価償却累計額 △3,853 △5,723
　　　　工具、器具及び備品（純額） 18,576 19,734
　　　土地 37,878,309 37,878,309
　　　信託建物 33,770,565 32,530,123
　　　　減価償却累計額 △2,194,533 △2,485,516
　　　　信託建物（純額） 31,576,032 30,044,607
　　　信託建物附属設備 12,778,311 12,539,639
　　　　減価償却累計額 △1,946,468 △2,208,231
　　　　信託建物附属設備（純額） 10,831,843 10,331,407
　　　信託構築物 574,727 551,051
　　　　減価償却累計額 △39,120 △44,771
　　　　信託構築物（純額） 535,607 506,280
　　　信託機械及び装置 544,060 579,993
　　　　減価償却累計額 △91,735 △98,830
　　　　信託機械及び装置（純額） 452,325 481,163
　　　信託工具、器具及び備品 53,532 59,194
　　　　減価償却累計額 △9,742 △14,032
　　　　信託工具、器具及び備品（純額） 43,789 45,161
　　　信託土地 161,765,558 155,388,676
　　　信託建設仮勘定 150,294 1,130
　　　有形固定資産合計 254,363,597 245,656,535
　　無形固定資産
　　　借地権 1,839,965 1,839,965
　　　その他 1,298 1,213
　　　無形固定資産合計 1,841,264 1,841,178
　　投資その他の資産
　　　投資有価証券 9,811 9,839
　　　敷金及び保証金 82,403 82,403
　　　長期前払費用 77,615 28,666
　　　その他 33,231 44,858
　　　投資その他の資産合計 301,499 215,163
　　固定資産合計 256,506,360 247,712,878
　繰延資産
　　創立費 15,980 10,340
　　投資法人債発行費 55,664 38,253
　　繰延資産合計 71,644 48,593
資産合計 277,614,004 268,187,771

（単位：千円） （単位：千円）
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前　期 当　期

自  平成21年3月 1日 自  平成21年9月 1日

至  平成22年8月31日 至  平成22年2月28日

金　額(円) 金　額(円)

　　　　Ⅰ 当期未処分利益 2,272,971,666 482,932,180

　　　　Ⅱ 分配金の額 2,272,842,000 482,882,400

　　　　(投資口1口当たり分配金の額) （8,830） （1,876）

　　　　Ⅲ 次期繰越利益 129,666 49,780

科　　目

キャッシュ・フロー計算書及び金銭の分配に係る計算書キャッシュ・フロー計算書及び金銭の分配に係る計算書

キャッシュ・フロー計算書キャッシュ・フロー計算書 金銭の分配に係る計算書金銭の分配に係る計算書

Appendix

第8期

項 目 自 平成21年9月 1日 備 考
至 平成22年2月28日

当期運用日数 181日

総資産経常利益 0.2% 経常利益／｛（期首総資産+期末総資産）÷2｝×100 (※)

（年換算） 0.4%

自己資本当期純利益率
0.4% 当期純利益／｛（期首純資産+期末純資産）÷2｝×100 (※)

（年換算） 0.8%

当期減価償却費 1,012百万円

当期資本的支出額 493百万円

賃貸NOI
（Net Operating Income）

5,420百万円 賃貸事業収入- 賃貸事業費用＋当期減価償却費

FFO
（Funds from Operation）

3,692百万円
当期純利益金額＋当期減価償却費＋その他の償却費 -
不動産等売却損益

デット・サービス・カバレッジ・
レシオ

2.99倍
金利償却前当期純利益金額／支払利息（投資法人債利息
含む）

期末総資産有利子負債比率 51.0% 期末有利子負債額／期末総資産額×100 (※)

(※) 小数第2位以下を四捨五入した数字を記載しています。

前期 当期
（自 平成21年３月１日 （自 平成21年９月１日
至 平成21年８月31日） 至 平成22年２月28日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期純利益 2,278,922 484,217
　減価償却費 1,011,358 1,012,173
　融資関連費用 428,185 928,858
　創立費償却 5,640 5,640
　投資法人債発行費償却 17,410 17,410
　受取利息 △9,008 △5,074
　支払利息 1,128,417 1,225,540
　固定資産除却損 － 30,323
　営業未収入金の増減額（△は増加） 6,086 △48,242
　前払費用の増減額（△は増加） △201,833 △817,471
　営業未払金の増減額（△は減少） 167,322 △130,906
　未払金の増減額（△は減少） △46,917 64,840
　未払費用の増減額（△は減少） △1,443 △39,656
　未払消費税等の増減額（△は減少） △51,032 54,593
　前受金の増減額（△は減少） △34,372 △114,890
　預り金の増減額（△は減少） 9,082 759
　有形固定資産の売却による減少額 2,233,034 －
　信託有形固定資産の売却による減少額 － 8,009,457
　長期前払費用の支払額 △46,945 －
　デリバティブ債権の増減額（△は増加） 81,990 17,539
　その他 160 2,576
　小計 6,976,057 10,697,690
　利息の受取額 12,754 5,045
　利息の支払額 △1,151,685 △1,326,614
　法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △5,149 936
　営業活動によるキャッシュ・フロー 5,831,977 9,377,058
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有価証券の売却による収入 1,510,000 －
　有形固定資産の取得による支出 △74,881 △49,196
　信託有形固定資産の取得による支出 △406,815 △300,394
　投資有価証券の取得による支出 △9,789 －
　預り敷金及び保証金の支出 △238,807 △194,664
　預り敷金及び保証金の受入による収入 53,109 77,129
　信託預り敷金及び保証金の支出 △2,464,380 △882,392
　信託預り敷金及び保証金の受入による収入 379,910 117,325
　その他 △5,059 △11,627
　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,256,713 △1,243,820
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入れによる収入 25,588,000 106,297,712
　短期借入金の返済による支出 △13,700,000 △67,812,656
　長期借入れによる収入 1,313,000 －
　長期借入金の返済による支出 △17,658,057 △44,970,045
　分配金の支払額 △2,340,790 △2,268,177
　財務活動によるキャッシュ・フロー △6,797,847 △8,753,166
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,222,583 △619,928
現金及び現金同等物の期首残高 22,621,543 20,398,960
現金及び現金同等物の期末残高 20,398,960 19,779,031

（単位：千円）

その他の指標等その他の指標等
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（単位：千円）

Office A-1 Office A-2 Office A-3 Office A-4 Office A-5 Office A-6 Office A-7 Office A-8 Office A-9 Office A-10

日立ハイテク パシフィックマークス パシフィックマークス パシフィックマークス パシフィックマークス パシフィックマークス パシフィックマークス 大森シティビル 赤坂氷川ビル パシフィックマークス

ビルディング 新宿パークサイド 築地 月島 西新宿 横浜イースト 新浦安 渋谷公園通

平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日

平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月17日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日

（181日） （181日） （181日） （181日） （170日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日）

473,987 473,704 300,935 218,763 264,059 268,656 190,826 176,456 123,767 86,722

賃貸事業収入 473,987 469,771 300,935 206,070 262,028 267,307 190,690 176,209 123,767 86,722

その他賃貸事業収入 － 3,932 － 12,693 2,030 1,348 136 246 － －

127,422 176,587 69,199 122,166 138,804 118,949 118,685 99,324 60,581 13,678

公租公課 58,357 60,761 19,449 19,187 53,414 21,977 19,783 16,789 14,130 4,983

物件管理委託費 24,158 31,144 11,455 23,609 15,898 23,844 30,353 9,960 7,932 2,334

修繕費 2,087 4,150 3,191 12,667 9,658 3,305 2,782 4,902 13,605 375

水道光熱費 14,437 32,255 11,144 15,521 22,586 24,272 20,862 10,149 5,277 －

損害保険料 453 714 266 574 985 671 532 247 177 57

減価償却費 25,867 43,143 22,640 39,288 33,959 42,324 40,631 29,635 10,390 4,667

その他賃貸事業費用 2,061 4,416 1,051 11,318 2,301 2,553 3,739 27,638 9,067 1,260

346,565 297,117 231,735 96,596 125,254 149,706 72,141 77,132 63,186 73,043

Office A-11 Office A-12 Office A-15 Office A-16 Office A-22 Office A-24 Office A-25 Office A-26 Office A-27 Office A-28

パシフィックマークス パシフィックマークス 横浜相生町ビル パシフィックマークス パシフィックマークス パシフィックマークス パシフィックマークス 藤和浜松町ビル リーラヒジリザカ パシフィックマークス

日本橋富沢町 赤坂見附 新横浜 新川 目白 川崎 青葉台

平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日

平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日

（181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日）

86,871 80,807 50,986 72,623 148,528 73,374 337,745 199,342 141,985 75,492

賃貸事業収入 80,593 80,807 43,738 72,518 148,347 73,374 336,427 194,942 141,567 75,403

その他賃貸事業収入 6,277 － 7,248 104 181 － 1,317 4,400 417 89

37,391 21,624 34,423 47,326 75,243 16,149 99,779 68,219 56,608 31,564

公租公課 11,042 6,382 5,478 5,855 20,222 3,837 18,501 16,810 12,534 8,526

物件管理委託費 5,164 3,986 8,574 6,462 9,812 3,653 18,976 15,594 16,668 5,673

修繕費 4,858 855 2,974 3,711 1,095 382 693 3,417 709 2,702

水道光熱費 4,243 3,529 3,862 5,282 11,426 3,190 27,079 12,106 6,686 5,378

損害保険料 144 84 155 184 257 53 439 199 190 127

減価償却費 10,860 6,750 11,185 24,822 31,507 3,782 31,495 19,129 18,945 7,893

その他賃貸事業費用 1,076 35 2,193 1,008 920 1,249 2,593 961 873 1,262

49,480 59,183 16,562 25,297 73,285 57,224 237,966 131,123 85,376 43,928賃貸事業損益

物件名

対象期間

収入

費用

賃貸事業損益

物件名

対象期間

収入

費用

個別物件収支①個別物件収支①

Appendix
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個別物件収支②個別物件収支②

Appendix

（単位：千円）

Office A-29 Office A-30 Office B-1 Office B-2 Office B-3 Office B-4 Office C-1 Office C-2 Retail A-1

大塚HTビル パシフィックマークス パシフィックマークス パシフィックマークス 名古屋錦 パシフィックマークス パシフィックマークス 新札幌 心斎橋OPA

新宿サウスゲート 西梅田 肥後橋 シティビル 江坂 札幌北一条 センタービル 本館

平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日

平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日

（181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日）

63,527 91,446 384,840 206,623 154,527 542,265 93,141 62,772 709,382

賃貸事業収入 63,454 87,958 340,417 206,455 154,167 539,787 92,848 62,381 709,382

その他賃貸事業収入 72 3,488 44,422 168 360 2,478 292 390 －

24,317 27,019 168,675 63,382 69,148 238,249 49,711 31,488 184,290

公租公課 2,323 5,384 27,462 16,511 12,774 38,284 9,197 5,420 78,784

物件管理委託費 5,448 2,997 29,573 11,738 14,559 68,228 10,243 7,608 2,321

修繕費 465 5,087 5,225 1,515 5,529 4,196 1,600 981 3,557

水道光熱費 5,651 4,489 37,108 16,587 13,171 54,955 9,530 7,221 －

損害保険料 93 73 762 376 338 1,182 210 137 1,235

減価償却費 6,225 8,023 63,309 14,270 21,785 69,319 17,377 9,170 90,606

その他賃貸事業費用 4,110 963 5,233 2,380 989 2,082 1,551 948 7,785

39,209 64,427 216,165 143,241 85,378 304,015 43,430 31,283 525,092

Retail A-2 Retail A-3 Retail A-4 Retail A-6 Retail A-7 Retail B-1 Retail B-2 Retail C-1 Retail C-2

心斎橋OPA パシフィーク アルボーレ アルボーレ アルボーレ モラージュ柏 ベルファ宇治 イトーヨーカドー ニトリ横浜狩場

きれい館 天神 天神 神宮前 仙台 尾張旭店 インター店

平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日 平成21年9月1日

平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日 平成22年2月28日

（181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日） （181日）

87,768 76,634 40,599 65,043 109,537 728,978 209,460 242,768 102,000

賃貸事業収入 87,768 75,565 40,599 55,366 109,208 670,147 200,248 241,747 102,000

その他賃貸事業収入 － 1,068 － 9,676 328 58,830 9,211 1,021 －

26,095 49,482 11,086 12,984 45,082 565,639 184,446 93,105 30,989

公租公課 9,421 8,248 2,746 3,463 7,461 57,691 28,120 28,190 10,524

物件管理委託費 307 12,283 2,352 2,191 7,631 141,496 57,405 1,800 3,888

修繕費 － 115 － 302 494 5,288 2,098 450 30

水道光熱費 － 10,384 3,369 1,698 10,042 114,373 38,433 － －

損害保険料 218 225 36 24 145 1,264 658 771 188

減価償却費 15,140 15,416 2,564 2,012 16,812 100,745 36,611 49,330 14,444

その他賃貸事業費用 1,007 2,808 18 3,290 2,492 144,779 21,117 12,562 1,914

61,672 27,151 29,513 52,059 64,454 163,338 25,014 149,663 71,010

物件名

対象期間

収入

費用

賃貸事業損益

物件名

対象期間

収入

費用

賃貸事業損益
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大阪圏及び
名古屋圏

21.0%

その他都市圏
2.1%

東京圏
76.9%

築5年以上
築10年未満

7.2%

築10年以上
築20年未満

49.4%

築20年以上
33.7%

築5年未満
9.7%

 

オフィスビル
67.4%

中心市街地
型商業施設

19.1%

都市周辺型
複合商業施設

8.5%

都市周辺型
単一商業施設

5.1%

ポートフォリオの分散状況 ＜エリア別・用途別＞（平成22年3月末時点）ポートフォリオの分散状況 ＜エリア別・用途別＞（平成22年3月末時点）

ＯｆｆｉｃｅＯｆｆｉｃｅ Ｒｅｔａｉｌ
Ａ

Ｒｅｔａｉｌ
Ａ＋

エリア別分散エリア別分散 用途別分散用途別分散

築年数別分散築年数別分散 地域別分散（オフィスビル）地域別分散（オフィスビル）

86.4%（上場時）

86.5%

16.9年

加重平均築年数

Ｒｅｔａｉｌ
Ａ

Ｒｅｔａｉｌ
Ｂ

Ｒｅｔａｉｌ
Ｃ

オフィスビル及び中心市街地型商業施設への重点投資を継続・強化

オフィスビルについては、 東京圏重視を継続

オフィスビル及び中心市街地型商業施設への重点投資を継続・強化

オフィスビルについては、 東京圏重視を継続

3.93％

PML値

Appendix

 

中心市街地
86.5%

都市周辺部
13.5%
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10,000㎡以上
56.2%

3,000㎡以上
10,000㎡未満

34.8%

3,000㎡未満
9.0%

30億円未満
9.8%

30億円以上
50億円未満

15.9%

50億円以上
100億円未満

29.0%

100億円以上
45.3%

ポートフォリオの分散状況 ＜規模別＞ （平成22年3月末時点）ポートフォリオの分散状況 ＜規模別＞ （平成22年3月末時点）

規模別分散（オフィスビル）規模別分散（オフィスビル） 規模別分散（商業施設）規模別分散（商業施設）

規模別分散（オフィスビル）＜延床面積＞規模別分散（オフィスビル）＜延床面積＞ 規模別分散（商業施設）＜延床面積＞規模別分散（商業施設）＜延床面積＞

オフィスビル及び商業施設ともに1物件あたり50億円超の大型物件が主体

オフィスビルは1物件あたり3,000㎡以上、商業施設は10,000㎡以上の競争力のある物件が主体

オフィスビル及び商業施設ともに1物件あたり50億円超の大型物件が主体

オフィスビルは1物件あたり3,000㎡以上、商業施設は10,000㎡以上の競争力のある物件が主体

74.3%
（70.1%）

81.9%

10,000㎡以上10,000㎡以上

72.3%

50億円以上50億円以上

平 均平 均

78.8億円

50億円以上50億円以上

60.4億円

（47.7億円）

平 均平 均

91.0% 
（92.6%）

3,000㎡以上3,000㎡以上

8,986 ㎡

（7,556 ㎡）

平 均平 均

19, 808 ㎡

平 均平 均

(注）括弧内はIPO時の数値

Appendix

50億円以上
100億円未満

10.0%

30億円以上50億
円未満
22.7%

100億円以上
62.3%

30億円未満
5.0%

10,000㎡未満
18.1%

10,000㎡以上
30,000㎡未満

45.9%

50,000㎡以上
31.9%

30,000㎡以上
50,000㎡未満

4.1%
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借入残高一覧表（平成22年4月14日現在）借入残高一覧表（平成22年4月14日現在）

Appendix

*1 タームローンJは、5,944百万円と6,000百万円に関して、異なるスワップ契約を締結しております。

適用利率に関しては、スワップ契約後の加重平均した実質適用利率を記載しております。

*2 タームローン36は、タームローン35のリファイナンスです。

金利 返済期日

スプレッド 適用利率
変動リスク

ヘッジ
借入
期間

残存年限

タームローン31 あおぞら銀行 1,252 (0.9%) 変動 3M Tibor + 150bp 1.9455% － 2010年11月 短期 0.63年
三井住友銀行

住友信託銀行

損害保険ジャパン

広島銀行

三重銀行
タームローンF-b 大同生命保険 1,837 (1.4%) 固定 5Y Swap＋65bp 2.0200% － 2012年3月 長期 1.96年
タームローンG 大同生命保険 1,837 (1.4%) 固定 5Y Swap＋70bp 2.4075% － 2012年6月 長期 2.20年

あおぞら銀行
新生銀行

三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行

住友信託銀行
全国共済農業協同組合連合会

あいおい損害保険
タームローンL 日本政策投資銀行 918 (0.7%) 固定 4Y Swap＋62bp 1.9675% － 2011年9月 長期 1.45年
タームローンN 中央三井信託銀行 1,837 (1.4%) 変動 3M Tibor＋55bp 0.9955% キャップ購入 2010年9月 短期 0.45年
タームローンO あおぞら銀行 3,032 (2.3%) 変動 3M Tibor＋55bp 0.9955% キャップ購入 2010年11月 短期 0.63年
タームローンQ 日本政策投資銀行 1,837 (1.4%) 固定 3.2 Swap + 79bp 2.1067% － 2011年9月 長期 1.45年

三井住友銀行
あおぞら銀行

三菱東京UFJ銀行
タームローンS 三井住友銀行 6,339 (4.7%) 変動 1M Tibor＋80bp 1.0546% － 2010年4月 短期 0.04年
タームローンT 三井住友銀行 5,972 (4.4%) 変動 6M Tibor + 90bp 1.5464% － 2010年10月 短期 0.54年
タームローンU 住友信託銀行 2,756 (2.0%) 変動 6M Tibor + 90bp 1.4573% － 2010年9月 短期 0.46年

三井住友銀行
農林中央金庫

新生銀行
中央三井信託銀行

みずほコーポレート銀行
あおぞら銀行
住友信託銀行

三菱東京UFJ銀行
三菱UFJ信託銀行

りそな銀行

タームローン37
住友信託銀行株式会社

（不動産市場安定化ファンド口）
8,000 (5.9%) 変動 3M Tibor＋396bp 4.3165% － 2012年9月 長期 2.43年

投資法人債（第2回） - 17,000 (12.6%) 固定 － 1.9600% － 2012年4月 長期 2.00年

134,621 1.8737% 0.80年

借入金 残高（百万円）参加レンダー

タームローンF-a 4,594 (3.4%)

タームローンR

1.45年

1.96年

タームローンJ (8.9%)11,944 変動 金利スワップ0.9955%3M Tibor＋55bp

変動

タームローン36

0.45年短期2010年9月

タームローンK 1.9813%4Y Swap＋64bp固定(1.4%)1,837

変動 6M Tibor + 90bp

0.21年短期2010年6月－

0.46年短期2010年9月－

長期2011年9月－

2012年3月金利スワップ1.0946%3M Tibor＋65bp 長期

(37.4%)50,300 1M Tibor＋180bp変動 2.0555%

(9.9%)13,322 1.4573%
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比率 比率 比率 比率
外国人等 108,817 42.3% 153 1.4% 99,234 38.6% 162 1.4%
金融機関 67,272 26.1% 20 0.2% 72,641 28.2% 23 0.2%

銀行 1,859 0.7% 4 0.0% 1,859 0.7% 4 0.0%
信託銀行 54,758 21.3% 5 0.0% 61,144 23.8% 5 0.0%
生損保 8,158 3.2% 2 0.0% 8,158 3.2% 2 0.0%
その他金融機関 2,497 1.0% 9 0.1% 1,480 0.6% 12 0.1%

その他の法人 19,291 7.5% 167 1.5% 19,759 7.7% 169 1.5%
証券会社 5,933 2.3% 26 0.2% 7,037 2.7% 28 0.2%
個人・その他 56,087 21.8% 10,885 96.7% 58,729 22.8% 11,200 96.7%

257,400 100.0% 11,251 100.0% 257,400 100.0% 11,582 100.0%合　計

第7期末
投資口数 投資主数

第8期末
投資口数 投資主数

43.5%
49.9% 50.0%

45.6% 43.1%

6.1%

4.1% 3.9%

1.5%
1.3%

23.9%
23.2% 22.6%

26.2%

15.2%

3.3%
1.5% 3.2%

4.9%

7.0%

2.1%
2.3% 2.3%

1.7%

0.9%

8.6%
7.9% 7.7%

7.4%

8.1%

0.9% 0.8% 0.9%
1.3%

2.8%

11.7% 10.3% 9.4% 11.5%

21.6%

38.6%
外国人等42.3%

0.7%
銀行0.7%

23.8%
信託銀行21.3%

3.2% 生損保 3.2%
0.6%

その他金融機関1.0%
7.7%

その他の法人7.5%
2.7%

証券会社2.3%

22.8%
個人・その他

21.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

第2期末 第3期末 第4期末 第5期末 第6期末 第7期末 第8期末

比率

1 日興シティ信託銀行株式会社（投信口） 19,792 7.68%

2 ゴールドマンサックスインターナショナル 16,917 6.57%

3 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 13,214 5.13%

4 更生会社パシフィックホールディングス株式会社 12,400 4.81%

5
ドイチェバンクアーゲーロンドンピービーノントリティークライアン
ツ６１３

10,276 3.99%

6 野村信託銀行株式会社（投信口） 9,542 3.70%

7
ノーザントラストカンパニー（エイブイエフシー）サブアカウントア
メリカンクライアント

8,986 3.49%

8 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,513 3.30%

9 富士火災海上保険株式会社 8,137 3.16%

10
ＢＮＰＰＡＲＩＢＡＳＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳＳＥＲＶＩＣＥＳＳＩＮＧＡＰＯＲＥ／
ＢＰ２ＳＳＹＤＮＥＹ／ＪＡＳＤＥＣ／ＡＵＳＴＲＡＬＩＡＮＲＥＳＩＤＥＮＴＳ

6,472 2.51%

11
クレディスイスセキュリティーズヨーロッパリミテッドピービーセク
イントノントリーティークライアント

5,984 2.32%

12
ノーザントラストカンパニー（エイブイエフシー）サブアカウントブ
リテイツシユクライアント

4,915 1.90%

13 ステートストリートバンクアンドトラストカンパニー 4,681 1.81%

14 ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント 4,558 1.77%

15 資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 3,697 1.43%

16 ドイチェ　バンク　アーゲー　ロンドン　６１０ 3,246 1.26%

17
ザチェースマンハッタンバンクエヌエイロンドンエスエルオムニ
バスアカウント

3,030 1.17%

18
ノーザントラストカンパニーエイブイエフシーリユーエスタックス
エグゼンプテドペンションファンズ

2,272 0.88%

19
ザバンクオブニューヨーク－ジャスディックトリーティーアカウン
ト

2,193 0.85%

20 メロンバンクエヌエ－トリ－テイ－クライアントオムニバス 2,042 0.79%

150,867 58.61%合　計

投資主名 投資口数順位

投資主の状況投資主の状況

所有者別投資口数及び投資主数の状況所有者別投資口数及び投資主数の状況

Appendix

2010年2月末現在の上位投資主2010年2月末現在の上位投資主

投資口数投資口数
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NCI投資口価格（終値）
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（円）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

（口）

NCI出来高 終値

投資口価格の推移投資口価格の推移

Appendix

第8期第7期第6期第5期第4期第3期第2期
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投資法人・資産運用会社の体制（平成22年4月15日現在）投資法人・資産運用会社の体制（平成22年4月15日現在）

商 号 パシフィックコマーシャル株式会社
（英文名：Pacific Commercial Corporation) 

所 在 地 東京都千代田区神田神保町一丁目14番地1  

代 表 者 代表取締役 齋藤徹也

設 立 平成17年2月9日

株 主 更生会社パシフィックホールディングス株式会社

事 業 内 容 投資運用業

資産運用会社の概要資産運用会社の概要

投資法人の概要投資法人の概要

投資法人投資法人

日本コマーシャル投資法人

投資主総会投資主総会

役員会役員会

執行役員 牧野知弘

監督役員 日野正晴 栗林勉 岩﨑潤也

投資主投資主
資産保管会社資産保管会社

住友信託銀行株式会社住友信託銀行株式会社

会計事務等に関する一般事務受託者会計事務等に関する一般事務受託者

税理士法人平成会計社税理士法人平成会計社

投資主名簿等管理人
機関運営事務受託者

特別口座管理人

投資主名簿等管理人
機関運営事務受託者

特別口座管理人

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

会計監査人会計監査人

あずさ監査法人あずさ監査法人

金融機関等
投資法人債投資家

金融機関等
投資法人債投資家

サポート会社サポート会社

更生会社パシフィックホールディングス

株式会社

更生会社パシフィックホールディングス

株式会社

資産運用会社資産運用会社

パシフィックコマーシャル株式会社パシフィックコマーシャル株式会社

株主総会株主総会

取締役会取締役会

代表取締役社長代表取締役社長

監査役監査役

コンプライアンス委員会コンプライアンス委員会投資委員会投資委員会

コンプライアンスオフィサーコンプライアンスオフィサー

投資企画部投資企画部 資産運用１部資産運用１部 資産運用２部資産運用２部 財務企画部財務企画部

経営管理室経営管理室

Appendix
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留意事項留意事項

本資料及び本資料で提供している情報は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律及びこれに付随す

る府令、規則、並びに東京証券取引所上場規則その他関係諸規則で要請され、若しくはこれらに基づく開示書類又は運

用報告書ではありません。

本資料の内容には、将来に関する記述が含まれていますが、現時点における仮定及び前提に基づくものであり、かかる

記述は未知のリスク及び不確実性が内在しており、かかるリスク、不確実性、仮定及びその他の要因による影響を受け

るおそれがあります。従って、かかる将来予想は将来における本投資法人の業績、経営結果、財務内容等を保証するも

のではなく、実際の結果は、かかる将来予想に関する記述の存在により明示的又は黙示的に示される将来における業

績、経営結果、財務内容等と大きく異なる場合があります。

本資料の内容に関しては、万全を期しておりますが、本投資法人及び資産運用会社は、その内容の正確性、確実性、妥

当性及び公正性を保証するものではありません。また、本資料は、予告なしに変更又は廃止される場合がございますの

で、予めご了承ください。

事前の承諾なしに本資料に掲載されている内容の複製・転用などを禁止します。

本資料は、本投資法人の決算の分析等に関する資料であって、本投資法人の投資証券の取得勧誘その他の金融商品

取引契約の締結等の勧誘を目的として作成されたものではありません。投資を行う際は、投資家ご自身の判断と責任で

投資なさるようお願いいたします。

資産運用会社：パシフィックコマーシャル株式会社

（金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第377号 社団法人投資信託協会 加入）
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